
令 和 ８ 年 度

霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 算 書

鹿 児 島 県 霧 島 市
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（総　則）

（業務の予定量）

（ １ ）

床

床

床

（ ２ ）

人

人

人

人

人

（ ３ ）

人

人

人

人

人

議 案 第 ４ ０ 号

8Ｈ Ｃ Ｕ

2,920Ｈ Ｃ Ｕ

外 来 患 者 310

第 １ 条 令 和 ８ 年 度 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

入 院 患 者 83,950

一 般 病 床 75,190

総 合 ケ ア 病 床 5,840

病 床 数

一 般 病 床 250

感 染 症 病 床 4

合 計 254

年 間 患 者 数

入 院 患 者 230

一 般 病 床 206

総 合 ケ ア 病 床 16

外 来 患 者 74,710

一 日 平 均 患 者 数

令 和 ８ 年 度　  霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 算
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（ ４ ）

(収益的収入及び支出）

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

   収　　 　　　　入

   支　　 　　　　出

(資本的収入及び支出）

１． 施 設 改 良 費 561,305 千円

第 ３ 条

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 款 病 院 事 業 収 益 9,330,405 千円

第 １ 項 医 業 収 益 8,516,801 千円

第 ２ 項 医 業 外 収 益 813,603 千円

第 ３ 項 特 別 利 益 1 千円

第 ２ 項 医 業 外 費 用 401,819 千円

第 ３ 項 特 別 損 失 34,379 千円

第 １ 款 病 院 事 業 費 用 10,308,698 千円

第 １ 項 医 業 費 用 9,871,500 千円

第 ４ 項 予 備 費 1,000 千円

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額308,695千円は、建設改良

積立金取り崩し額9,074千円、減債積立金取り崩し額298,992千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額629千円で補てんす

るものとする。）
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   収　　 　　　　入

   支　　 　　　　出

（債務負担行為）

(企業債）

(一時借入金）

第 １ 款 資 本 的 収 入 882,137 千円

出 資 金 321,237 千円

第 １ 款 資 本 的 支 出 1,190,832 千円

第 １ 項 企 業 債 560,900 千円

第 ２ 項

外構２期工事事業
令和８年度から
令和９年度まで

170,000千円

第 ６ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第 １ 項 建 設 改 良 費 570,603 千円

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 620,229 千円

第 ７ 条 一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 1,500,000 千 円 と 定 め る 。

施設整備事業 560,900千円

年利6．0％以内

(ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金、銀行その他の資金に
ついて、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利率)

　政府資金は、その貸付条件により、銀
行その他の資金については、債権者と
の協定によるものとする。
　ただし、財政の都合により据置期間中
であっても、繰上償還し、年限を短縮
し、又は低利債に借換えることができる
ものとする。

証書借入
又は

証券発行

限度額起債の目的 利率 償還の方法起債の方法

第 ５ 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事項 期間 限度額
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(予定支出の各項の経費の金額の流用）

（ １ ）

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（ １ ） 千円

提 出

霧 島 市 長 中 重 真 一

第 ９ 条

職 員 給 与 費 45,659

第 ８ 条

令 和 ８ 年 ２ 月 １ ６ 日

予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。
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令 和 ８ 年 度

霧島市病院事業会計予算に関する説明書 
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 収　入

1 病院事業収益

1 医業収益

1

2

3

2 医業外収益

1

2

3

4

5

3 特別利益

1

令和 ８ 年度　霧島市病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

8,516,801

9,330,405

外来収益 2,039,583

入院収益 6,364,797

813,603

その他医業収益 112,421

補助金 96,177

受取利息及び配当金 1,250

他会計負担金 613,516

長期前受金戻入 93,654

1

その他医業外収益 9,006

過年度損益修正益 1
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 支　出

1 病院事業費用

1 医業費用

1

2

3

4

2 医業外費用

1

2

3

4

3 特別損失

1

4 予備費

1

長期前払消費税償却 57,077

34,379

消費税及び地方消費税

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

9,871,500

10,308,698

経費 8,573,059 指定管理料等

給与費 36,361

401,819

資産減耗費 211,258

減価償却費 1,050,822

雑損失 50,399

支払利息及び企業債取扱諸費 288,439

5,904

1,000

過年度損益修正損 34,379

予備費 1,000
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 収　入

1 資本的収入

1 企業債

１

2 出資金

１

 支　出

1 資本的支出

1 建設改良費

1

2

2 企業債償還金

1

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

560,900

882,137

企業債 560,900

321,237

他会計出資金 321,237

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　考

570,603

1,190,832

給与費 9,298

620,229

施設改良費 561,305

企業債償還金 620,229
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１． 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失

減価償却費

資産減耗費

賞与等引当金の増加額又は減少額（△）

貸倒引当金の増加額又は減少額（△）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

長期前払消費税償却

未収金の増加額（△）又は減少額

未払金の増加額又は減少額（△）

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債発行による収入

建設改良企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

４． 資金増加額又は減少額（△）

５． 資金期首残高

６． 資金期末残高

57,077

288,439

令和 ８ 年度　霧島市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで)

（単位：千円）

△ 977,919

1,050,822

211,258

1,256

△ 164

△ 93,654

△ 1,250

△ 77,486

70,253

小　　計 528,632

1,250

△ 288,439

241,443

△ 519,575

1,360,841

△ 519,575

560,900

△ 620,229

321,237

261,908

△ 16,224

1,377,065
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　１．総　　括

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　２．給料及び手当の増減額の明細

（千円） （千円）

　昇給に伴う増減分 　昇給に伴う増額

　その他の増減分 　職員の増員等に伴う増額

　制度改正に伴う増減分 　期末・勤勉手当支給率の改正

　その他の増減分 　職員の増員等に伴う増額

令和 ８ 年度　霧島市病院事業会計給与費明細書

区　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合   計

特 別 職 一 般 職 報  酬 給  料

本 年 度 資本勘定支弁職員 0 1 0 3,885

手 当 計

損益勘定支弁職員 9 3 138 15,169 9,395 24,702

2,591 6,476

5,784 30,486

31,178 7,147 38,325合　　計 9 4 138 19,054 11,986

1,363 7,839

13,294 3,200 16,494

前 年 度 資本勘定支弁職員 0 1 0 4,903 2,914 7,817 1,950 9,767

損益勘定支弁職員 9 2 159 8,031 5,104

損益勘定支弁職員 0 1 △ 21 7,138 4,291 11,408 2,584 13,992

合　　計 9 3 159 12,934 8,018 21,111 5,150 26,261

比　 較 資本勘定支弁職員 0 0 0 △ 1,018 △ 323 △ 1,341 △ 587 △ 1,928

合　　計 0 1 △ 21 6,120 3,968 10,067

（千円）

本　年　度 1,272 321 72 4,435

1,997 12,064

区　　分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 期 末 手 当

（千円） （千円） （千円）

前　年　度 750 320 48 2,839

手当の
内訳

比　　較 522 1 24

管 理 職 手 当

本　年　度 3,498 1,800

前　年　度 2,261 1,800

1,596

区　　分
勤 勉 手 当 時 間 外 手 当

（千円） （千円）

給　　料 6,120
665

5,455

手　　当 3,968
289

3,679

比　　較 1,237 0

区　　分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明

（千円）

（千円）

588

0

588
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　３．給料及び手当の状況

　　（１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　（２）初任給

（円） （円）

　　（３）級別職員数 　　（級別の基準となる職務）

（人） （％）

区　　分 事 務 （ 行 政 職 ）

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

区　　分
一　般　行　政　職 一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職

令和７年２月１日現在

平 均 給 料 月 額 359,278

平 均 給 与 月 額 390,333

平 均 年 齢 39.4

令和８年２月１日現在

平 均 給 料 月 額 380,333

平 均 給 与 月 額 419,889

平 均 年 齢 40.4

定型的な業務を行う職務
６ 級

５ 級

区　　分

一 般 行 政 職

職務の級
一般行政職

（標準的な職務）
級 職 員 数 構 成 比

令和８年２月１日現在

７ 級
１ 級

１ 級
４ 級

1　係長及びグループ長の職務
2　重要で高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

令和７年２月１日現在

７ 級

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務
２ 級 1 33.3

1 33.3
２ 級 相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

４ 級 1 33.3

３ 級
３ 級

６ 級
５ 級

２ 級 1 33.3
７ 級

４ 級 2 66.7
６ 級 課長の職務

３ 級

1　課長補佐の職務
2　主幹の職務５ 級

部長の職務
１ 級
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　　（４）昇給

（人） 4 4

（人） 4 4

（人）

（人） 4 4

（人）

（人）

（B）  ／  （A） （％） 100.0 100.0

（人） 3 3

（人） 3 3

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

（B）  ／  （A） （％） 100.0 100.0

　　（５）期末手当・勤勉手当

区　　分 合　　計 一　般　行　政　職

職 員 数 （A）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （B）

比            率

比            率

職 員 数 （A）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （B）

２ 号 給

２ 号 給

本 年 度
号 給 数 別 内 訳

４ 号 給

６ 号 給

８ 号 給

一般会計と同

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 ， 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　考

６月　（月分） １２月　（月分） （月分）

前 年 度 2.300 2.300 4.60 有

一 般 会 計 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度
号 給 数 別 内 訳

４ 号 給

６ 号 給

８ 号 給
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　　（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　（７）その他の手当

そ の 他 の 加 算 措 置
（月分） （月分） （月分） （月分）

住 居 手 当 同 -

通 勤 手 当 同 -

区　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同 -

応募認定退職の加算

（ 支 給 率 等 ） （3％～45％加算）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職の加算

（3％～45％加算）

一 般 会 計 の 制 度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最　高　限　度
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期 間 金 額 期 間 金 額 企業債 病院事業収益

 令和７年度

- 限度額に同じ 限度額に同じ

 令和８年度

170,000 - 170,000 170,000

債務負担行為に関する調書

事　項 限 度 額

前年度末までの 当該年度以降の

（単位：千円）

左の財源内訳
支払義務発生（見込）額 支払義務発生予定額

 霧島市立
 医師会医療センター
 指定管理業務

-
令和８年度から
令和12年度まで

 外構２期工事事業 -
令和８年度から
令和９年度まで

 　指定管理者との協定
 　で定める管理費用
　（委託料及び交付金）
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（税抜き）

（単位：円）

１

(1) 5,887,085,000

(2) 1,910,196,272

(3) 92,707,271 7,889,988,543

２

(1) 19,653,818

(2) 8,236,786,414

(3) 1,013,578,175

(4) 3,713,359 9,273,731,766

1,383,743,223

３

(1) 1,000

(2) 279,730,000

(3) 671,823,000

(4) 386,090,000

(5) 46,123,191

(6) 9,007,272 1,392,774,463

医 業 損 失

令 和 ７ 年 度　 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

医 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

補 助 金

他 会 計 負 担 金

資 本 費 繰 入 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 医 業 外 収 益
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４

(1) 273,000,663

(2) 437,342,530

(3) 57,077,001 767,420,194 625,354,269

758,388,954

5

(1) 33,700,000 33,700,000 △ 33,700,000

792,088,954

621,913,726

275,809,278

1,138,193,402当 年 度 未 処 理 欠 損 金

経 常 損 失

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

医 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

長 期 前 払 消 費 税 償 却

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 純 損 失
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（単位：円）

１． ３．

（１） （１） 15,825,687,412

イ 1,490,790,000 （２） 949,062,000

ロ 15,011,735,975 16,774,749,412

△ 2,283,503,650 12,728,232,325

ハ 519,463,386 ４．

△ 82,128,827 437,334,559 （１） 620,228,468

ニ 4,737,455,652 （２） 829,743,614

△ 2,279,929,366 2,457,526,286 （３）

ホ 19,833,525 イ 2,066,000

△ 18,010,279 1,823,246 2,066,000

ヘ 6,700,000 （４） 100,000

ト 854,327,833 1,452,138,082

17,976,734,249

（２） ５．

イ 139,300,639 （１） 1,041,097,958

139,300,639 △ 677,653,345

（３） 363,444,613

イ 1,084,462,999 18,590,332,107

1,084,462,999

19,200,497,887 ６． 2,235,176,652

２． ７．

（１） 1,377,064,841 （１）

（２） 1,072,514,194 イ 921,318,420

△ 749,000 1,071,765,194 921,318,420

（３） 100,000 （２）

イ 465,777,505

2,448,930,035 ロ 575,016,640

ハ 1,138,193,402

21,649,427,922 △ 97,399,257

823,919,163

3,059,095,815

21,649,427,922

そ の 他 流 動 資 産

令 和  ７ 年 度　 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

その他有形固定資産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 消 費 税

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

未 収 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

建物 ６年～39年

構築物 10年～45年

機械及び装置 ３年～20年

車両及び運搬具 ４年～６年

無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

ソフトウェア ５年

２． 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

退職給付引当金

　職員の退職手当は、病院事業会計が毎期支出する鹿児島県市町村総合事務組合に対する普通負担金を除き、一般会計が

その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

賞与等引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基

づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

令和 ７ 年度　注記表

（１）

（２）

（１）

（２）

（３）
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３． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　

　なお、控除対象外消費税については、当事業年度の費用として会計処理を行っている。ただし、固定資産に係る控除対象外

消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、対応する資産に応じて翌事業年度以降均等償却を行うこととしている。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１． 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、

8,200,879,613円である。

２． 引当金の取崩し

貸倒引当金

　令和７年度において、債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金543,000円を取り崩した。

賞与等引当金

　令和７年６月において、期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費3,015,317円を支出したため、賞与等引当金

1,939,000円を取り崩した。

（１）

（１）

（２）
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　　　　　（税抜き）

（単位：円）

１．

（１）

イ 1,490,790,000

ロ 14,283,231,302

△ 2,201,529,397 12,081,701,905

ハ 995,658,021

△ 119,764,656 875,893,365

ニ 器　械　備　品 4,637,455,652

△ 2,698,152,848 1,939,302,804

ホ 19,833,525

△ 18,460,869 1,372,656

ヘ 6,700,000

ト 894,558,470

17,290,319,200

（２）

イ 83,214,050

83,214,050

（３）

イ 1,027,385,999

1,027,385,999

18,400,919,249

２．

（１） 1,360,841,453

（２） 1,150,000,000

△ 585,000 1,149,415,000

2,510,256,453

20,911,175,702

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

未 収 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令 和  ８ 年 度　 霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（令和９年３月31日）

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 消 費 税

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

車 両

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

３．

（１） 15,765,735,595

（２） 949,062,000

16,714,797,595

４．

（１） 620,851,817

（２） 900,000,000

（３）

イ 3,322,000

3,322,000

1,524,173,817

５．

（１） 586,159,710

（２） △ 316,369,509

269,790,201

18,508,761,613

６． 2,556,413,652

７．

（１）

イ 921,318,420

921,318,420

（２）

イ 166,786,037

ロ 565,943,024

ハ 1,808,047,044

△ 1,075,317,983

△ 153,999,563

2,402,414,089

20,911,175,702

他 会 計 借 入 金

負 債 ・ 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

賞 与 等 引 当 金

企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

建物 15年～39年

構築物 10年～45年

機械及び装置 ３年～20年

車両及び運搬具 ４年～６年

無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法

・ 主な耐用年数

ソフトウェア ５年

２． 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

退職給付引当金

　職員の退職手当は、病院事業会計が毎期支出する鹿児島県市町村総合事務組合に対する普通負担金を除き、一般会計が

その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

賞与等引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

令和 ８ 年度　注記表

（１）

（２）

（１）

（２）

（３）
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３． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　

　なお、控除対象外消費税については、当事業年度の費用として会計処理を行っている。ただし、固定資産に係る控除対象外

消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、対応する資産に応じて翌事業年度以降均等償却を行うこととしている。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１． 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、

8,197,485,087円である。

２． 引当金の取崩し

貸倒引当金

　令和８年度において、債権の不納欠損による損失のため、貸倒引当金 646,000円を取り崩すこととする。

賞与等引当金

　令和８年６月において、期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費4,847,960円を支出する予定であるため、賞与等

引当金 2,066,000円を取り崩すこととする。

（１）

（１）

（２）
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令和８年度　霧島市病院事業会計予算参考資料

１． 9,330,405 8,969,192 361,213

１． 8,516,801 7,899,532 617,269

１． 6,364,797 5,887,085 477,712

6,364,797

２． 2,039,583 1,910,469 129,114

2,039,583

３． 112,421 101,978 10,443

10,038 　病室使用料収益

19,046 　予防接種、検診等収益

67,201 　人間ドック、健康診断収益

16,136 　文書料、特定療養費等収益

２． 813,603 1,069,659 △ 256,056

１． 受取利息 及び配当金 1,250 1 1,249

1,250 　定期預金利息

２． 96,177 8,733 87,444

96,177

３． 613,516 632,572 △ 19,056

613,516

４． 93,654 46,124 47,530

93,654 　長期前受金を収益化する額

５． 9,006 9,008 △ 2

9,006

０． 0 373,221 △ 373,221 　（廃目）

0

３． 1 1 0

１． 1 1 0

1

収益的収入及び支出

令和８年度　霧 島 市 病 院 事 業 会 計 予 算 説 明 書

収 入 （単位：千円）

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
節

備　　考
当初予算額 当初予算額 区　　分 予 定 額

病 院 事 業 収 益

入 院 収 益

医 業 収 益

外 来 収 益

入 院 収 益

そ の 他 医 業 収 益

外 来 収 益

医 療 相 談 収 益

そ の 他 医 業 収 益

室 料 差 額 収 益

公 衆 衛 生 活 動 収 益

預 金 利 息

補 助 金

医 業 外 収 益

　物価高騰対策支援事業補助金等

他 会 計 負 担 金

一 般 会 計 負 担 金
　病院事業の運営に要する負担金、救急医療に要する費用の負担金
　政策医療に要する負担金等

国 県 補 助 金

そ の 他 医 業 外 収 益

そ の 他 医 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 益

　病院群輪番制当番医謝金、行政財産使用料

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

資 本 費 繰 入 収 益

資 本 費 繰 入 収 益
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１． 10,308,698 9,927,436 381,262

１． 9,871,500 9,466,518 404,982

１． 36,361 19,656 16,705

15,169 　一般職職員　３名分

13,052 　一般職職員　３名分

138 　管理運営委員会委員報酬

5,326 　共済組合事業主負担分

2,676 　賞与引当分 2,218千円　 法定福利費分 458千円

２． 8,573,059 8,429,568 143,491

218 　費用弁償及び普通旅費

238 　書籍、事務備消耗品等

60 　車両燃料代

1,200 　備品、車両等修繕費

1,188 　建物、車両等災害共済保険料

11 　郵送料

3,527,554 　病院管理委託料

5,039,502 　診療交付金

58

2,423

482 　不納欠損の実績率等による回収不能見込額

25

100

支 出 （単位：千円）

備　　考
当初予算額 当初予算額 区　　分 予 定 額

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減

病院事業費用

医 業 費 用

節

事 務 員 手 当

報 酬

給 与 費

事 務 員 給

経 費

旅 費 交 通 費

法 定 福 利 費

賞与等引当金繰入額

修 繕 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

委 託 料

交 付 金

保 険 料

通 信 運 搬 費

公 課 費

雑 費

手 数 料

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

諸 会 費
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３． 1,050,822 1,013,580 37,242

440,431

40,629

513,224

451

56,087

４． 211,258 3,714 207,544

211,258

２． 401,819 426,218 △ 24,399

１． 288,439 269,666 18,773

263,695

5,000

19,744 　一般会計長期借入金利息

２． 50,399 95,126 △ 44,727

50,399 　控除対象外消費税及び地方消費税

３． 57,077 57,078 △ 1

57,077

４． 5,904 4,348 1,556

5,904

３． 34,379 33,700 679

１． 34,379 33,700 679

34,379 　前年度分医業収益修正損見込額

４． 1,000 1,000 0

１． 1,000 1,000 0

1,000

予 定 額

減 価 償 却 費

支 出 （単位：千円）

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
節

備　　考

建 物 減 価 償 却 費

構 築 物 減 価 償 却 費

当初予算額 当初予算額 区　　分

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

器械備品減価償却費

車 両 減 価 償 却 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

企 業 債 利 息

固 定 資 産 除 却 費

医 業 外 費 用

そ の 他 雑 損 失

消費税及び地方消費税

一 時 借 入 金 利 息

雑 損 失

他会計長期借入金利息

長期前払消費税償却

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 損 益 修 正 損

消費税及び地方消費税

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費

予 備 費

長期前払消費税償却
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１． 882,137 1,281,423 △ 399,286

１． 560,900 1,052,500 △ 491,600

１． 560,900 1,052,500 △ 491,600

560,900

２． 321,237 228,922 92,315

１． 321,237 228,922 92,315

321,237 　一般会計出資金(企業債元金償還分)

０． 0 1 △ 1 　（廃項）

０． 0 1 △ 1 　（廃目）

0

１． 1,190,832 1,550,478 △ 359,646

１． 570,603 1,070,872 △ 500,269

１． 9,298 11,700 △ 2,402

3,885 　一般職職員　１名分

3,514 　一般職職員　１名分

1,253 　共済組合事業主負担分

646 　賞与引当分 536千円　 法定福利費分 110千円

２． 561,305 638,972 △ 77,667

553,127 　外構１期工事費、解体工事費

7,848 　工事監理業務委託等

330 　工事関連消耗品等

０． 0 420,200 △ 420,200 　（廃目）

0

２． 620,229 479,606 140,623

１． 620,229 479,606 140,623

620,229

資本的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
節

備　　考
当初予算額 当初予算額 区　　分 予 定 額

資 本 的 収 入

収 入

企 業 債

支 出

事 務 員 給

（単位：千円）

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較 増 減
節

備　　考
当初予算額 当初予算額 区　　分 予 定 額

建 設 改 良 費

給 与 費

資 本 的 支 出

法 定 福 利 費

賞与等引当金繰入額

事 務 員 手 当

施 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

企業債償還金

器 械 備 品 整 備 費

医 療 機 器 購 入 費

事 務 費

企 業 債 償 還 金

工 事 請 負 費

委 託 料

他 会 計 出 資 金

出 資 金

他 会 計 出 資 金

企 業 債

企 業 債

補 助 金

補 助 金

補 助 金
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